
基本情報
●概要：国際社会全体の関心事である最も重大な犯罪（集団殺害犯罪、
人道に対する犯罪、戦争犯罪、侵略犯罪）を犯した個人の訴追・処罰を任
務とする歴史上初の常設の国際刑事法廷。

●所在地：ハーグ（オランダ）

●設立条約：ＩＣＣローマ規程（1998年採択 / 2002年発効）

●加盟国：125か国（日本は2007年10月1日に加盟。米露中は未加盟。）

ＩＣＣの特徴
●補完性の原則：ＩＣＣは国内裁判所を「補完する」裁判所。
→関係国に捜査・訴追を真に行う能力や意思がない場合にのみ、管轄権を
有する。

●構成：裁判部、検察局、書記局から成る。職員数900名以上。裁判官は
18名。

●管轄権：以下①～③のいずれかの場合に、管轄権を行使可能。
①締約国が事態をＩＣＣ検察官に付託した場合
②国連安全保障理事会が事態をＩＣＣ検察官に付託した場合

③検察官が自己の発意により予備的検討を行った後、予審裁判部が捜査
開始を許可した場合
ただし、①と③の場合、以下のいずれかに限り管轄権を行使可能*。

➢ 犯罪の実行地国が締約国
➢ 犯罪の被疑者が締約国の国籍を有する者
➢ 非締約国が裁判所の管轄権の行使を受諾

●締約国の協力義務：締約国は、ＩＣＣからの逮捕及び引渡しの請求に
応じなければならない。

日本の貢献
●日本の加盟の意義：責任ある大国として、国際社会における
法の支配、不処罰との戦いに貢献。

●裁判官の輩出：齋賀富美子判事（任期2007-09）、尾﨑久仁子
判事（任期2009-18）、赤根智子判事（任期2018-27）。

●資金面での協力：最大の分担金拠出国（分担率約15.4％（2024
年））。2024年の予算に対する拠出額は約36.9億円。

●被害者支援：2014年以降、被害者信託基金（ＴＦＶ）に累計108
万ユーロ以上を拠出。野口元郎ＴＦＶ理事長（任期2012-2018）。

●事態の付託：2022年3月9日に日本はウクライナの事態を付託。

ＩＣＣの実績
●現状：17事態につき捜査・訴追中。3事態につき予備的検討中。

●累計実績：判決が下された終結事件は15件（有罪7件、無罪/証
拠不十分5件、犯罪事実が確認されず公判不開始3件）。

国際刑事裁判所（ＩＣＣ）の概要 2025年3月
外務省国際法局国際法課

*侵略犯罪の場合には、更に追加的な要件が存在。



締約国（１２５か国・地域）

【アジア太平洋】１９
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【中南米】２８
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【アフリカ】３３
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★：２０１０年改正規定の受諾国（４７か国・地域）

（注）改正規定批准済み。

 効力発生は10月25日。
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